





教員養成や免許制度の改革を巡って、2 年 2 ヶ月余にわたって審議を重ねてきた中央教育審議会
が、この 8 月 28 日、『教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策について』の答
申を文部科学大臣に提出した。生涯学習の時代と社会の急激な変化に対応して、「学び続ける教員像」
の確立を大方針としてはいるが、この答申のポイントを一言でいえば、教員養成の「高度化」、す
なわち学士課程卒業後 1 ～ 2 年の学修を必要とする「修士レベル化」にある。答申では、「教員の
高度専門職業人としての位置付けを確立するため、教員養成を修士レベル化することが必要である
（1）」と明確に述べている。同時に、教員免許制度の改革として、学士課程卒業レベルの「基礎免許状」






















































2 つ目は、文科省の調査によれば、例えば平成 20 年度に小・中・高校の教員免許状を取得した







































































れば、公立小・中学校教員の「超過勤務時間」は一日平均 2 時間、月にして平均約 40 時間、これ
に家庭への持ち帰りや週休日の勤務時間を入れると、月平均 50 時間を超える実態が明らかとなり、
多忙化は深刻な問題であると認識された。また平成 19 年 5 月の文部科学省による「健康調査」の











































































































小学校では 8 週間に、中等学校では 6 週間に延長することが提言された。同じく 1983（昭和 58）
年 11 月、教養審は「教育職員免許制度の改善について」において、再度同じ実習期間の延長を提




ことはなかった。ようやく教育実習の長期化が具体化したのは、1997（平成 9）年 7 月の教養審第
1 次答申において提言され、翌年の 1998（平成 10）年に施行された改正教育職員免許法の変更にお
いてであった。すなわち、小学校にならって中学校においても実習期間が 2 週間から 4 週間（3 週
間でも可）へ長期化され、実習単位も 3 から 5 単位（事前・事後指導を含む）へ増えることになっ
たのである。このように、全国レベルで一律に教育実習を長期化することがいかに難しいかは、歴
史が賢明に教えているのである。
Ⅱ－2  3 週間教育実習の実施
上記の免許法改正によって、多くの大学が4週間ではなく3週間の教育実習を実施するようになっ
たのは、2000（平成 12）年度の入学生が 4 年生に進級した 2003（平成 15）年度からであった。本
学における実践報告については、すでに別稿で論じた通りであるが、4 年生の該当学生 117 名のうち、
中学・高校の両方の教員免許状を取得希望の 101 名（86.3％に相当）の学生が、3 週間実習を初め
て経験した（12）。
学生たちが 3 週間実習について感じたことを、アンケート調査からポイントのみ再掲すれば、







次に、実習生を指導した教師たちは、従来の 2 週間実習と比較して 3 週間実習をどのように感じ

















東京教師養成塾（定員 100 人）の開講であった（13）。同養成塾は、2004（平成 16）年、自治体とし
ては初めて、大学以外で教師養成教育の一端を担うことになったのである。最大の特徴である「特
別教育実習」については、都内の特定の小学校にほぼ週 1、2 回のペースで通い、1 年間もの長期実
習を行うというものであった。また連続 5 日間の実習も 3 回行うことになっており、合計すると 40
日以上になる。これは、大学の通常の教育実習の 2 ～ 3 倍の期間に相当する。更に体験活動も 5 日
間ずつ 2 回（計 10 日以上）実施するというものであった。実際に初年度の特別教育実習の実施状
況を見ると、実習日数は平均 50 日間であった。
東京都の教師養成塾をモデルに、都内杉並区も 2006（平成 18）年、「杉並師範館」（定員 30 人）
を開館し、市区町村レベルでは全国で初めて、独自に教員を養成・採用することにした。受講生は、
東京教師養成塾と同様、1 年間の長期研修を受けるが、実習日数はやや少なく 30 日以上であった。





















中 55.1％、学校長は 2,615 人中 54.8％、大学生は 793 人中 46.2％、大学は 207 校中 45.4％、教員は 4,846
人中 42.2％が、「実習期間が短いので問題である」と回答している（14）。
また、文部科学省が 2005（平成 17）年に実施した調査を見ると、この割合はより高率であった ｡
すなわちこの調査は、「教職に就く前の教育実習期間を長くする」ことに対して賛否を問うたもので
あるが、回答した 1,038 人の教育長では、「賛成」が「まあ賛成」を含めて 79.1％と最も多く、「反対」
は「まあ反対」を含めても 2.9% と極端に少なかった。「どちらでもない」と「無答・不明」は合わ
せて 18.0% であった。785 人の首長もほぼ同様の結果で、賛成派が 76.2%、反対派が 2.9%、「どちら
でもない」などは 20.9% であった。733 人の校長・教頭等では、賛成派が 64.8%、反対派が 10.5% で、

























週間の実習期間を求めている州が 51 中 22 州ある。同様にドイツでも州により異なるが、学士課程
（3 年）で 14 週間、修士課程（1 ～ 2 年）で 4 週間の計 18 週間の実習を行っている州が多い。イギ
リスでは国レベルで基準を定めており、学士課程段階（3 ～ 4 年制）の教育課程で 24 ～ 32 週間の
教育実習を行っている。フランスでは観察・指導付き実習が修士 1、2 年生対象で上限 6 週間、責
任実習は修士 2 年生対象で上限 6 週間行われている。フィンランドでは各大学によってそれぞれ異
なるが、例えばタンペレ大学初等教育教員養成課程の場合は、約半年間実習が行われており、かな





























21）年度の教員免許状授与件数は、2007（平成 19）年度から 3 年連続で減少してきている。特に減














（平成 24 年 11 月 8 日）
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